
第三次・担い手３法の全面施行（R7.12.12）に伴う 
「労務費ダンピング調査」の実施について 

 
宮崎県道路公社　 

１　概要 
　　入契法第13条の規定により、宮崎県道路公社が発注する建設工事において、落札者
（落札候補者）が提出した工事費内訳書について、入札金額に適正な労務費が確保され
ているか否かについての調査（労務費ダンピング調査）を行います。 
 
２　調査方法 
　　官積算の「直接工事費」と落札者（落札候補者）が「工事費内訳書」に記載した「直
　接工事費」を比較し、一定水準（0.97）以上か否かを確認します。 
 
３　一定水準を下回る場合の対応 
　　①　落札者（落札候補者）に対し、理由書の提出を求めることとし、「工事費内訳書」
　　　に記載された「直接工事費」が官積算の「直接工事費」の一定水準を下回る合理

 　　　的な理由があるか否かの確認を行います。
　　　　なお、提出期限までに理由書を提出しない場合又は理由書の確認のために道路
　　　公社理事長が行う指示に従わない場合（※）は、当該落札者（落札候補者）のし

 　　　た入札を無効とします。
 　　　※　必要に応じて、追加資料の提出を求める場合がございます。

 
　　②　①における確認の結果、合理的な理由がない場合については、落札者（落札候

 　　　補者）に対し、要請書を送付します。
　　　　要請書の交付を受けた場合、速やかに指摘事項に関して改善を行ってください。 
 
４　調査時期 
　（条件付一般競争入札の場合） 
　　　入札後の事後審査時（資格確認書類の提出された日の翌日から起算して２日以内）
　　に入札参加資格と併せて調査を行います。 
 
　（指名競争入札の場合） 
　　　入札後、直ちに落札者の決定を行うことから、入札時に調査を行います。 
 
５　適用 
　　令和８年10月１日以降に入札公告・指名通知を行う建設工事分から適用します。 


